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閣議決定「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）」と「新成長戦略（日本再興戦略）」

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0624/agenda.html

第12回経済財政諮問会議、第18回産業競争力会議（第６回経済財政諮問会議・産業競争力会議合同会議）

開催日時：平成26年6月24日（火曜日）17時10分～17時35分

議事

（１）「経済財政運営と改革の基本方針2014」について

（２）「日本再興戦略」の改訂について

説明資料

• 資料１ 「経済財政運営と改革の基本方針2014」（PDF 形式：756KB）

• 資料２ 「日本再興戦略」の改訂について（PDF 形式：1104KB）

• 工程表（PDF 形式：961KB）

配付資料

• 内閣総理大臣からの諮問第31号について（PDF 形式：378KB）

• 「経済財政運営と改革の基本方針2014」のポイント（PDF 形式：579KB）

• 「経済財政運営と改革の基本方針2014」概要（PDF 形式：412KB）

• これまでの改革の主な成果と新たな取組（主要例）（PDF 形式：515KB）

• これまでの改革の主な成果と新たな取組（詳細版）（PDF 形式：1157KB）

骨太の方針（経済財制運営と改革の基本方針）より抜粋
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2014/2014_basicpolicies.pdf

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0624/agenda.html
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0624/shiryo_01.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0624/shiryo_02_1.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0624/shiryo_02_2.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0624/sankou_01.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0624/sankou_02.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0624/sankou_03.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0624/sankou_04.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0624/sankou_05.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2014/2014_basicpolicies.pdf
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成長戦略（日本再興戦略）より抜粋

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0624/shiryo_02_1.pdf

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2014/0624/shiryo_02_1.pdf
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（報道より）

○東京新聞 残業代ゼロ残業代ゼロ残業代ゼロ残業代ゼロ 明記明記明記明記 新成長戦略を閣議決定新成長戦略を閣議決定新成長戦略を閣議決定新成長戦略を閣議決定 2014 年 6 月 25日 朝刊

政府は二十四日、臨時閣議を開き、「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）」と新成長戦略（日本再

興戦略）、規制改革実施計画を閣議決定した。今後、これらの施策に沿って来年度予算編成や規制緩和に必要

な法改正などが検討される。

骨太方針では、デフレ脱却による経済再生と財政健全化の両立を掲げた。国内企業の競争力向上と海外企業

の誘致を進めるため、法人税の実効税率（標準税率３４・６２％）を２０％台まで引き下げる方針を明記した。

減税を穴埋めする代替財源などの制度設計は、年末の税制改正作業で立案する。

政府が昨年つくった成長戦略を改訂した新成長戦略は、「女性・農業・医療」を重点分野とし、雇用制度改

革や新産業育成、年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）の運用方針の改革、エネルギー政策など幅広

い政策課題を挙げた。

雇用政策では、働いた時間ではなく成果を基準に賃金を支払う「ホワイトカラー・エグゼンプション」を念

頭にした新制度の導入を明記した。少子高齢化や人口急減を見据え女性や外国人の活用も打ち出した。二〇二

〇年に役職に就く女性の割合を３０％にすると目標数値を掲げたほか、女性の働く意欲の妨げになっていると

して、配偶者控除のあり方を年末までに見直す。

また、与党の要求などを受け、成長戦略の素案段階では記述がなかった「リニア中央新幹線の整備」も追加

した。

安倍晋三首相は同日の会見で「安倍内閣の成長戦略にタブーも聖域もない。景気回復の実感を全国津々浦々

に届ける」と強調した。
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○しんぶん赤旗 2014年 6月 25日(水)命・暮らしより大企業の利益 安倍政権 「骨太方針」「新成長戦略」決定

医療費抑制 年金支給先送りも

安倍晋三内閣は２４日、「経済財政運営と改革の基本方針２０１４」（「骨太の方針」）と「日本再興戦略改訂」

（新成長戦略）を閣議決定しました｡ 大企業の｢ 稼ぐ力｣ を強化するために法人実効税率の２割台への引き下

げに着手する一方、財源対策の一環として社会保障費削減を進める露骨な姿勢があらわれています。

両文書はともに来年度から法人実効税率を引き下げることを明記しました。現在約３５％の法人実効税率を

数年で「２０％台まで引き下げることを目指す」としています。

一方で来年１０月に消費税率の１０％への引き上げを狙います｡ 2014年中に｢ 判断を行う」としています。

社会保障は「『自然増』も含め聖域なく見直し、徹底的に効率化」（「骨太の方針」）するとして、小泉内閣時

代の「毎年２２００億円の自然増抑制」路線復活を宣言。都道府県ごとの「医療支出目標」を導入して厳しく

抑制します。年金の給付額を自動的に削減する仕組みを「着実に実施する」としたほか、支給開始年齢の引き

上げなどを「検討する」としました。

新成長戦略は雇用分野で労働時間規制を取り払い、「残業代ゼロ」となる「『新たな労働時間制度』を創設す

る」ことや「裁量労働制の新たな枠組みの構築」などを明記。

農業分野では、農協についてはＪＡ全中を「自律的新制度」に移行するとして解体を図る方向が盛り込まれ

ました。農業生産法人の要件が緩和され、農外の営利企業も農地を所有できるようにします。耕作者が農地を

保有する原則に風穴を開け、企業が農地をもうけの対象にする道を開きます。

配偶者控除の廃止・縮小など増税の口実に「女性が輝く社会」を持ち出しています。

両文書は「原子力発電所の再稼働を進める」ために、「国も前面」に立つと宣言。また、インフラ輸出の一

環として、原発輸出も狙います。

成長戦略は公的年金の株式運用拡大を盛り込みました。国民の財産を危険にさらすものです。また、リニア

中央新幹線など、高速交通ネットワークの早期整備を盛り込みました。

山下書記局長が談話

安倍内閣が閣議決定した「骨太の方針」と新成長戦略について日本共産党の山下芳生書記局長は２４日、談

話を発表しました。 （談話全文）

山下氏は、法人税減税や公的年金資金の株式市場への投入などが中心で、「国民の暮らしや日本経済の未来

をかえりみず、財界・大企業の目先の利益を優先するとともに、政権維持のために、政府による『株価操作』

で株高を演出することにきゅうきゅうとする、まともな経済政策とは、とても言えないものである」と厳しく

批判しました。

いま求められているのは「国民の所得を増やし、家計をあたため、消費と需要を活発にして、経済を立て直

す」ことだと述べ、経済政策の転換を求めました。

「骨太の方針」と新成長戦略 安倍政権の経済産業政策の指針です。「骨太の方針」は、経済財政諮問会議

で議論された税財政を中心とした方針です。新成長戦略は産業競争力会議で議論してきた産業政策をまとめた

ものです。

http://www.jcp.or.jp/akahata/aik14/2014-06-25/2014062504_01_1.html

